
医療法人 聖峰会 

 

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表に関する注記 

自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

  該当なし 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

  有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理         

   し、売却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法  

 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  

 定率法 

 ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）なら

びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額

法 

無形固定資産  

定額法 

 

４ 引当金の計上基準 

貸倒引当金  

前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満であることから、負債の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権については法人税法における貸倒引当金の繰入

限度相当額を計上しております。また、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞与引当金      

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。 

退職給付引当金   

    従業員の退職給付に備えるため、当期末において発生していると認められる額

を計上しています。なお前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満であること



から、簡便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用して

います。 

役員退職慰労引当金  

役員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく期末要支給額により計上し

ています。 

  

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

税抜方式によっています。 

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税は長期前払消費税に計上し、5 年間で

均等償却を行っています。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

    有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は 523,144,736 円であり、   

その内訳は次のとおりです。 

(種類) 建物        (圧縮記帳累計額)   434,245,000 円 

(種類) 建物付属設備    (圧縮記帳累計額)    81,371,486 円 

 (種類) 構築物       (圧縮記帳累計額)    2,669,999 円 

(種類) 車輛運搬具     (圧縮記帳累計額)    3,931,251 円  

(種類) 器具備品      (圧縮記帳累計額)      927,000 円 

 

リース取引の処理方法 

リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満である会計

年度の所有移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によっていま

す。 

 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

   会計上の見積りの変更 

    従来、貸倒引当金については、法人税法における繰入限度相当額を計上してい

ましたが、債権区分を見直した結果、一般債権については法人税法における貸倒

引当金の繰入限度相当額を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

          これにより、従来の方法に比べて事業損失及び計上損失、当期純損失が11,414

千円増加しています。 

 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関す

る事項 

  該当なし 

 

９ 担保に供されている資産に関する事項 

（１） 担保に供している資産 



建 物    1,822,096 千円 

土 地     410,567 千円 

 計     2,232,663 千円 

（２） 担保に係る債務 

短期借入金    299,004 千円 

長期借入金   2,440,891 千円 

 計       2,739,895 千円 

 

10 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

(１) 法人である関係事業者 

   該当なし 

 

（２)個人である関係事業者 

   該当なし 

 

11 重要な偶発債務に関する事項 

   該当なし 

 

12 重要な後発事象に関する事項 

   該当なし 

 

13 その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

 

  有形固定資産の減価償却累計額   8,134,122 千円 

  

  繰延税金資産及び繰延税金債務の発生の主な原因 

  繰延税金資産 

      貸倒引当金              3,275 千円 

      賞与引当金              45,403 千円 

      未払社会保険料            5,841 千円 

      役員退職慰労引当金         352,034 千円 

      退職給付引当金            69,525 千円 

      繰越欠損金              11,946 千円 

  繰延税金資産小計             488,026 千円 

     評価性引当（繰越欠損金）       3,298 千円 

  繰延税金資産合計             484,728 千円 

 

 繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金       △910 千円 

  繰延税金負債合計              △910 千円 



  繰延税金資産の純額              483,818 千円 

 


